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図表１　ＧＤＰの総括表      （季節調整済、前期比、％）

４～６月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期

実質ＧＤＰ -0.5 2.3 -0.3 1.3 0.1 -0.9
個人消費 0.4 1.6 0.5 1.2 -0.1 -0.5
住宅投資 -2.7 4.2 -0.1 -1.1 1.5 0.9
設備投資 -1.3 1.3 5.0 -1.9 0.9 -3.2
公共投資 8.0 -2.6 -0.5 4.2 2.6 4.0
輸　　出 -6.0 8.8 -4.3 3.3 1.3 -5.0
輸　　入 -0.1 3.6 0.9 2.2 1.8 -0.3

内需寄与度 0.4 1.5 0.5 1.1 0.2 -0.2
民間需要 -0.1 1.6 0.5 0.7 -0.1 -0.4
うち在庫 -0.1 0.3 -0.4 0.3 -0.2 0.2
公的需要 0.5 -0.0 0.0 0.4 0.2 0.3

外需寄与度 -0.9 0.8 -0.8 0.1 -0.1 -0.7

名目ＧＤＰ -1.4 2.1 -0.6 1.4 -0.3 -0.9
（シャドーは伸び率がマイナスの部分。ただし、輸入はプラスの部分。）
（内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」）
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ＧＤＰ速報：2012年７～９月期の実質ＧＤＰは大幅なマイナス成長 

 

○ 輸出や設備投資が大きく落ち込み、個人消費も２期連続で減少 

・本日、内閣府から発表されたＧＤＰ（国内総生産）速報によると、2012年７～９

月期の実質ＧＤＰ（季調値）は前期比-0.9％（同年率-3.5％）となり、2011年10～

12月期以来のマイナス成長となった。外需（輸出-輸入）の成長率に対する寄与度

が同-0.7％ポイントとなり、４～６月期（同-0.1％ポイント）からマイナス幅が

拡大するとともに、国内需要の寄与度も同-0.2％ポイントとマイナスに転じた。 

・外需をみると、海外景気の減速や中国での反日デモの影響などから輸出が前期比

-5.0％と大きく減少した。一方、輸入は同-0.3％と減少に転じた。 

・国内需要の内訳をみると、家計部門では個人消費が前期比-0.5％となり、２期連

続の減少となった。形態別には、半耐久財（同+0.3％）が増加したものの、エコ

カー補助金終了の影響などにより耐久財が同-2.1％と大きく減少したほか、非耐

久財（同-1.0％）も全国的な節電により電力使用量が減少したことなどから落ち

込んだ。一方、住宅投資は同+0.9％と増加を維持した。10月末に終了したフラッ

ト35Ｓエコなどの住宅取得支援策が需要を支えたと考えられる。次に企業部門を

みると、輸出の減少などから企業の投資マインドが悪化し、設備投資は同-3.2％

と大きく減少した。一方、在庫投資の実質ＧＤＰ成長率に対する寄与度は+0.2％

ポイントとプラスに転じた。政府部門では、復興関連投資の押し上げにより公共

投資が同+4.0％と増加し、４～６月期（同+2.6％）から伸びが再び高まった。政

府消費は同+0.3％と４～６月期（同+0.5％）から増勢が鈍化した。 
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(内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」）

・なお、７～９月期の名目ＧＤＰは前期比-0.9％と２期連続のマイナス成長となっ

た。実質ベースで減少した個人消費や設備投資などが名目ベースでも落ち込んで

いる。 

・総合的な物価の動きを示すＧＤＰデフレーターは前年比-0.7％と12四半期連続で

マイナスとなったものの、マイナス幅はやや縮小した。国内需要デフレーターの

下落幅が拡大したものの、控除項目である輸入デフレーターが燃料価格の下落な

どによりマイナス幅を拡大させ、ＧＤＰデフレーターを押し上げたことなどが影

響した。 

 

図表２ 実質ＧＤＰ成長率と内外需別の寄与度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○10～12月期の実質ＧＤＰもマイナス成長が続く見込み 

・以上のように、2012年７～９月期の実質ＧＤＰは大幅なマイナス成長となったが、

続く10～12月期の実質ＧＤＰもマイナス成長となる可能性が高いと考えられる。 

・需要項目別にみると、まず輸出の落ち込みが続くと見込まれる。その要因として、

日中関係悪化の影響による中国向け輸出の減少があげられる。中国の景気減速に

よりもともと鈍い動きが続いていた中国向け輸出は、反日デモの影響から９月に

は輸送用機器や一般機械などを中心に大きく落ち込んだ（図表３）。中国経済は

景気刺激策の効果などにより10～12月には持ち直すと見込まれるものの、日中関

係悪化による日本製品に対する不買運動の影響などで、10～12月期も中国向け輸

出は大きく減少すると考えられる。さらに、ＥＵ（欧州連合）の景気が低迷を続

けるほか、米国景気も緩やかな回復にとどまると見込まれることなどから、輸出

は減少を続けると予想される。 

・また、エコカー補助金終了の影響などにより個人消費も弱い動きとなるだろう。

年初から個人消費を押し上げてきたエコカー補助金が９月に終了したことから、

年内はその反動減が個人消費を押し下げると考えられる。また、所得情勢は所定
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（注）公共工事請負金額の季節調整は当社で施した。
（東日本建設業保証株式会社「公共工事前払金保証統計」、内閣府
「機械受注統計」より当社作成）
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（注）季節調整は当社で施した。
（財務省「貿易統計」より当社作成）
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外労働時間の低迷などから鈍い動きが続いているほか、９月の有効求人倍率が前

月比で低下するなど雇用情勢にも陰りが出てきた。これらを受け、消費マインド

も弱い動きとなっていることから、10～12月期の消費も減少を続けると予想する。 

・さらに、2012年初から復興関連投資により押し上げられてきた公共投資も増勢が

弱まるだろう。公共投資の先行指標とされる公共工事請負金額は７～９月期に減

少に転じた（図表４）。また、機械受注（官公需）も７～９月期から減少し、10～

12月期の見通しも減少が見込まれている。10～12月期の公共投資は復興関連投資

の押し上げにより増加を続けるものの、その増勢は弱まると予想する。 

・設備投資も弱含むことが予想される。設備投資の先行指標とされる機械受注（船

舶・電力を除く民需）の７～９月期は前期比-1.1％と２四半期連続で減少した。

輸出が低迷を続けるなか、日中関係の悪化などもあり企業の投資マインドは冷え

込むことが予想されることから、10～12月期も設備投資は鈍い動きとなるだろう。 

・以上から、10～12月期の実質ＧＤＰは、輸出や個人消費が減少するほか、公共投

資の増勢も弱まることなどから、マイナス成長が続くと考えられる。 

 

図表３ 対中輸出は自動車などが大幅減     図表４ 公共工事の先行指標は減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ なお、浜銀総合研究所では７～９月期のＧＤＰ実績を織り込んだ景気予測を近日

中に発表する予定。 

 

担当：調査部 山本 啓介 
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